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第１節　復旧・復興の現状と対応策

復旧・復興の現状と対応策第１節
東日本大震災からの復旧・復興事業については、国土交通省の最優先課題の一つであり、一日も早
い復興を目標に、被災者の声に耳を傾けながら全力で取り組んできた。その結果、道路、鉄道、港湾
等の基幹インフラの復旧・整備や住宅の再建・復興まちづくりのハード事業は、地震・津波被災地域
ではおおむね完了した。
一方で、震災から 11年を迎えた今でも、被災者が未だに不自由な生活を強いられている被災者も
多く、様々な課題が残っている。特に福島県では人口減少、高齢化が進行するとともに、今なお多く
の方々が避難生活を余儀なくされるなど、その復興・再生は道半ばである。
こうした状況を踏まえ、国土交通省としては引き続き、本省、地方整備局、地方運輸局等のそれぞ
れの現場において、被災地の皆様に寄り添いながら、総力を挙げて取組みを進めていくとともに、令
和３年３月に閣議決定された「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基
本方針」に基づき、被災地の多様なニーズに対応しながら復興の完遂に向けて取り組んでいく。具体
的には、残る基幹インフラの事業の早期完了に向けて着実に事業を推進するとともに、復興・再生の
拠点となる市街地の整備や、観光復興の促進など被災地の生活や生業の再建に向け取り組む。

東日本大震災からの復旧・復興に
向けた取組み第1章

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況（令和４年１月末時点）　図表Ⅱ-１-１-１
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福島の復興・再生等　第２節

福島の復興・再生等第２節
東京電力株式会社の福島第一原子力発電所の事故発生を受け、福島県全体の避難者数は、約 3.4 万
人注1に及んでいる。これまでに居住制限区域、避難指示解除準備区域のすべてで避難指示が解除され
た。帰還に向けた環境整備を進め、帰還支援策や新生活支援を一層深化するとともに、事業・生業や
生活の再建・自立に向けた取組みを拡充していく必要がある。また、帰還困難区域においては、双葉
町、大熊町、浪江町、富岡町、飯舘村及び葛尾村における特定復興再生拠点区域復興再生計画につい
て認定を行い、それぞれ整備を開始している。令和２年３月には、双葉町、大熊町、富岡町の特定復
興再生拠点区域の一部区域の避難指示の解除を初めて行い、同月には JR常磐線が全線開通している。
国土交通省としては、特定復興再生拠点区域外への帰還・移住も見据え、道路等のインフラの復
旧・整備や復興・再生の拠点となる市街地の整備を着実に進めるとともに、観光復興の促進や、「福島
イノベーション・コースト構想」の推進のため、福島ロボットテストフィールドにおけるドローンや
空飛ぶクルマの実現のための環境整備など、被災地の生活や生業が再建できるよう取り組んでいく。

インフラ・交通の着実な復旧・復興第３節
国土交通省が所管する公共インフラについては、本格復旧・復興へ向けて、事業計画及び工程表に
基づき、着実に整備を推進している。今後も、被災地の要望を踏まえつつ、東北の復興を一日でも早
く実現するよう取り組んでいく。

復興まちづくりの推進・居住の安定の確保第４節
被災者が住まいの確保について見通しを持てるよう、地方公共団体からの報告に基づき、民間住宅
等用宅地の供給及び災害公営住宅の整備の見通しを取りまとめた「住まいの復興工程表」を踏まえ、
復興まちづくりの推進・居住の安定の確保に取り組んできた。また、独立行政法人住宅金融支援機構
による災害復興住宅融資等を引き続き行っている。被災市町村における人員やノウハウの不足を補
い、円滑に事業を進める必要がある。
このため、被災地方公共団体等への人的支援や、被災地方公共団体の発注業務の負担を軽減する発
注方式の導入、独立行政法人都市再生機構の活用等により、事業の推進を支援しているほか、事業の
効率的な実施のための手続に関する通知等による技術的支援や、支援施策を取りまとめたウェブサイ
ト「復興まちづくり情報 INDEX」の公開等による情報提供を行っている。

（１）復興まちづくりの推進
復興まちづくりにおいては、住民の居住に適切でないと認められる区域内にある住居の集団的移転
を支援する防災集団移転促進事業や、津波被災市街地における現地再建や、高台等への移転先の宅地
整備等を行うにあたって、宅地と道路等の公共施設を一体的に整備するなど総合的なまちづくりを支
援する被災市街地復興土地区画整理事業等を実施してきた。

注 1	 �福島県「平成 23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報 （第 1784報）
	 （https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/492265.pdf）より
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第５節　東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり <節-柱>　<節-数字>

令和２年 12月末時点で、防災集団移転促進事業については、「住まいの復興工程表」に基づき実
施された 324 地区（8,336 戸）の造成工事が完了した。また、土地区画整理事業については、「住ま
いの復興工程表」に基づき実施された 50地区（民間住宅等用宅地 9,395 戸）の宅地造成工事が完了
した。

（２）居住の安定の確保
居住の安定を迅速に確保するため、自力での住宅再建・取得が可能な被災者に対しては、独立行政法

人住宅金融支援機構による災害復興住宅融資について融資金利の引下げ等を行っているほか、宅地に被
害が生じた場合についても支援するため、災害復興宅地融資を実施している。また、既往の貸付けにつ
いても、最長５年間の払込み猶予・返済期間の延長や、猶予期間中の金利引下げ措置を実施している。
また、自力での住宅再建・取得が困難な被災者に対して、地方公共団体が災害公営住宅を供給して
おり、家賃低廉化等に係る費用に対する支援及び譲渡に係る特例措置を講じている。
さらに、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に係る対応として、避難指示区域に居住して
いた方々（避難者や帰還者）に対して、地方公共団体が災害公営住宅を供給しており、整備や家賃低
廉化等に係る費用に対する支援及び入居者資格や譲渡に係る特例措置を講じている。これら災害公営
住宅については、令和２年 12月末時点で、岩手県、宮城県では、それぞれ「住まいの復興工程表」
に基づく計画戸数 5,833 戸、15,823 戸がすべて工事完了し、福島県では、計画戸数が未確定な帰還
者向け及び調整中の原発避難者向けを除き、7,997 戸がすべて工事完了した。

東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり第５節
東日本大震災の教訓を踏まえ、「津波防災地域づくりに関する法律」が平成 23年 12月に成立・施
行された。同法は、最大クラスの津波が発生した場合でも「なんとしても人命を守る」という考え方
で、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」の発想による津波災害に強い地域づくりを推
進するものである。
国土交通省では、津波災害に強い地域づくりのため、地方公共団体に対する支援として、同法の施
行に関する技術的助言を通知するとともに、津波浸水想定の設定に関する手引きの公表、津波浸水想
定に係る相談等の技術的支援を行っている。
令和４年３月末時点で、38道府県において、最大クラスの津波を想定した津波浸水想定が公表さ
れている。また、20道府県において津波災害警戒区域が指定され、そのうち静岡県伊豆市において
津波災害特別警戒区域が指定されている。さらに、17市町において津波防災地域づくりを総合的に
推進するための計画（推進計画）が作成されている。
東日本大震災被災地においては、24地区で、「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」が都市計画
決定される（令和３年３月末時点）など、「津波防災地域づくりに関する法律」を活用した復興の取
組みも進められているところである。
また、津波防災地域づくりの更なる推進のため、「津波防災地域づくり支援チーム」を設置し、地
方公共団体からの相談・提案にワンストップで対応している。
今後とも、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、海岸堤防等の
ハード整備や避難訓練等のソフト施策を組み合わせることにより、国民の命を守るための津波防災地
域づくりを積極的に推進していく。


